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                                      2026年 6月 30日 

 

   一般社団法人 放送サービス高度化推進協会（A-PAB） 

 

A-PAB「テレビ視聴動向リサーチ」結果のまとめ 
 （2026年 2月調査） 

今回の調査でわかったこと  
 

『ミラノ・コルティナ オリンピック』４K放送視聴者の満足度94％ 
各動画サービス・SNSにおけるテレビコンテンツ利用は６割へ拡大 

 

■ メディア環境が多様化する中でも、テレビが最重要基盤としての地位を維持 

⚫ 視聴環境では地上波(86％)、NHK・民放BS(42％) といずれも高水準を維持しつつも視聴環境は緩やか

な減少傾向。 

⚫ 「テレビ」は依然として「必要性が高く最も重要な基盤メディア」と評価。他方、「動画共有サービス(YouTube、

TikTok、ニコニコ動画など)」は評価を高め、ポジティブ評価では7割とテレビと並ぶ。 

⚫ 高年層はテレビ支持が高い一方、若年層は動画が主軸、中年層では併用と世代別の使い分けを確認。 

各動画サービスの支持層は、テレビの必要性についても高い支持。 
 

■ テレビ番組リアルタイム視聴は平均80分で最長、15分未満の短時間視聴は各サービス共に約2割 

⚫ 平均視聴時間は、「テレビ番組のリアルタイム視聴(80分)」で最も長く、「動画共有サービス(58分)」と続く。

一方、15分未満の短時間視聴はすべてのサービスで２割前後を占める。また、「その他動画配信サービス

(Amazonプライム・ビデオ、Netflix、U-NEXT、Disney+、ABEMA、Huluなど)」や「番組見逃し配信サー

ビス(TVer、NHK ONEなど)」では、未視聴(０分)が４割強存在。 

⚫ 各動画サービス・SNSにおけるテレビコンテンツ視聴は約６割に達し、前年から大幅な増加。 
 

◼ 「重要な情報はテレビで」意識が継続、日常利用6割・信頼度過半で他媒体を上回る 

⚫ 国際情勢・安全保障、選挙・政治、災害といった重要性の高い情報分野では、テレビ放送が「日常的に利用

するメディア」で約６割、「情報内容が異なる場合に信頼されるメディア」で5割半ばと、最も高い評価を得た。

次いで、インターネット、新聞、ラジオと続く。 

⚫ メディア環境が多様化する社会においても、テレビ放送は必要とされるメディアとして、引き続き重要な役割を担

っている。 
 

◼ 4K利用は若年層の配信サービス主導で拡大、潜在需要も約2割存在 

⚫ 4Kコンテンツの利用は21％、「動画配信サービスの4Kコンテンツ」「動画共有サービスの4Kコンテンツ」「BS4K

放送／ケーブルテレビ4K放送」の順で上位を占める。特に、若年層での利用傾向が高い。 

⚫ 4Kコンテンツの非利用者における興味・関心ありは19％、全世代で潜在的な需要を確認。年代によって興

味・関心のあるコンテンツに違いがみられる。 
 

◼ 五輪4K放送は満足度９割超・臨場感等で高評価、視聴は地上波・BS2Kが主流 

⚫ オリンピックにおける4K放送は、画質・臨場感など満足度は9割を超え非常に高い水準。 
 

◼ 4K・8Kは高満足を維持し普及拡大へ、認知向上と体験機会の拡充が今後の鍵 

⚫ 4K・8Kに関する認知・理解度は年々増加し44%。視聴経験者の満足度は82％と高水準を維持。 

⚫ 4K・8Kテレビの所有状況も上昇し27%。視聴体験の機会の拡大など、さらなる認知・普及の拡大に期待。 

             などが、今回の調査でわかりました。 
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◼ A-PAB「テレビ視聴動向リサーチ」とは 

一般社団法人放送サービス高度化推進協会（東京都港区：理事長 加増良弘、以下「A-PAB」）は、 

テレビ放送の評価やテレビコンテンツの視聴状況、4K・8K衛星放送に関する人々の認知・理解度、ならび

に関連事項について把握するため、2016年より定点調査を継続的に実施しています。 

 

 

◼ 結果概要 

本調査は、テレビ放送を取り巻く視聴環境と利用実態の変化について、全国 5,000人規模の調査結果

をもとに整理したものです。 

地上波の視聴環境は 86.1％、BS放送は 42.1％と引き続き高い視聴基盤を維持している一方で、各

動画配信サービスの普及などを背景に、長期的には緩やかな減少傾向が見られます。 

テレビは依然として基盤メディアとして高い評価を受けつつ、動画サービスも同等の支持を集めており、両者

が共存する視聴構造が広がりつつあります。 

メディアのポジショニングでは世代差が見られ、テレビ中心・動画中心・併用の三層的な利用傾向がうかがえ

ます。また、長時間視聴のテレビと短時間利用の動画サービスという使い分けも確認されました。 

さらに、動画サービスや SNS でテレビコンテンツを視聴する割合は約 6割に拡大しており、放送と配信の連

携が進んでいます。加えて、災害や政治など重要情報分野においてはテレビの信頼性が高く、その基盤的役

割を改めて確認できました。 

4K コンテンツの利用率は 21.4％に達し、ミラノ・コルティナオリンピックでの視聴結果と同様にスポーツや映

画などにおける高精細映像への親和性と期待が高まっています。 

4K・8K放送については、4K放送の認知が 44.0％、視聴経験が 14.0％、 視聴機器の所有が

26.8％となり、認知・視聴経験・視聴機器の所有は、いずれも年々に増加しています。一方で、普及は依然

として途上にあり、成熟期には至っていません。そのような状況においても、「画質・臨場感」に対する満足度は

82.1％と高く評価されており、今後は視聴機器の普及に加え、視聴体験機会の拡充を通じて、4K・8K放

送のさらなる普及が期待されます。また、メディア環境が多様化する社会に対応したテレビコンテンツの流通の

在り方についても、今後の重要な課題となると考えられます。 

 

 

◼ 調査概要 

⚫ 調査手法       ：WEB調査 

⚫ 調査対象エリア  ：全国 47都道府県 

⚫ 調査対象者    ：上記エリアに居住する男女 20歳～69歳 

              ※本人及び家族が、マスコミ・調査会社・広告会社に従事している者を除く 

⚫ サンプルサイズ   ：計 5,000 サンプル 

      ※住民基本台帳の性年代構成に基づいて割付 

⚫ 調査期間       ：2026年 2月調査：2/20(金) ～ 2/23(月) 

                    ※ミラノ・コルティナ 2026 冬季オリンピック：2/6（金）～2/22（日） 

 

～～～（次頁より詳細）～～～ 
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◼ メディア環境が多様化する中でも、テレビが最重要基盤としての地位を維持 

１．地上波放送の視聴環境は高水準を維持するも緩やかに縮小 

地上波放送の視聴環境は 86.1％と高水準を維持しており、NHK・民放 BS も 42.1％と安定した状況が続

いています。直近の調査では、視聴環境全体に大きな変化は見られず、おおむね横ばいで推移しています。 

一方、長期的には緩やかな減少傾向が確認されており、各動画配信サービスの普及などを背景に視聴環境に

変化が生じつつあると考えられます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．テレビは基盤的役割を堅持、動画サービスとは共存 

「テレビ放送」は「なくてはならない」とする必要度において、他媒体を約１割上回り最も高い結果となり、引き続

き社会における基盤メディアとしての評価を維持していることが確認されました。 

一方で、「動画共有サービス」に対する評価も着実に高まっており、「なくてはならない」「あった方がよい」を加えた

ポジティブ評価は 7割に達し、「テレビ放送」と並ぶ水準となっています。  

これらの結果から、情報取得や娯楽の手段として、テレビと動画配信サービスが共存する視聴環境が形成されつ

つあることがうかがえます。 
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３．世代別に異なる視聴スタイル、テレビ・動画サービスの使い分け・併用の「三層構造」を確認 

年代別における各サービスのポジショニングを見ると、高年層では「テレビ放送」への評価が依然として高い一方、

若年層では各動画サービスの利用が中心となっています。また、中年層では「テレビ放送」と各動画サービスを併用

する傾向がみられ、世代ごとに異なる利用形態が確認されました。これらの結果から、いわゆる三層構造が形成さ

れていることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．各動画サービス利用層でもテレビ評価は高水準、「必要評価」5割・「ポジティブ評価」約７割 

各動画サービスにおける「なくてはならない」の支持層を対象に「テレビ放送の評価」を分析したところ、「動画共有

サービス」および「その他動画配信サービス」では、「なくてはならない」との評価はいずれも 5割となりました。 

さらに、「なくてはならない」に「あった方がよい」を加えたポジティブ評価では、いずれも約 7割に達しています。 

この結果から、各動画サービスの支持層においてもテレビの必要性は高く評価されており、両者は単なる競合関

係にとどまらない関係性にあることがうかがえます。 
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◼ テレビ番組リアルタイム視聴は平均 80分で最長、15分未満の短時間視聴は各サービス共に約 2割 

5．平均80分のテレビ視聴が最多、短時間視聴も2割、サービス間での利用差から視聴形態は多様化 

平均視聴時間をみると、「テレビのリアルタイム視聴(80 分)」が最も長く、次いで「動画共有サービス(58 分)」と

なっています。また、120 分以上の長時間視聴についても、この２つのメディアでいずれも２割前後と高い割合を占

めていることが確認されました。 

一方、15分未満の短時間視聴は、すべてのサービスにおいて 2割前後を占めています。さらに、「その他動画

配信サービス」や「番組見逃し配信サービス」では、未視聴(0 分)が４割強に達しており、メディアサービスごとに視

聴実態に差が見られました。これらの結果から、視聴形態の多様化が進んでいることがうかがえます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６．動画サービス・SNS でテレビコンテンツの視聴が拡大 

各動画サービスや SNS におけるテレビコンテンツの視聴は約 6割に達し、前年から大幅な増加が確認されまし

た。この点は、今回の調査結果の中でも特に特徴的な動向となっています。 

背景としては、テレビ番組が放送後もオンライン上で視聴できる機会の拡大に加え、公式チャンネルの展開や短尺

動画コンテンツを活用したプロモーションなど、テレビ局による多様な情報発信の取り組みがあるものと考えられます。 

一方で、違法アップロードによるテレビコンテンツの流通が依然として存在している点は、テレビ局にとって課題となっ

ています。これらの状況から、コンテンツ視聴の場が複雑化・多様化している実態がうかがえます。 
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◼ 「重要な情報はテレビで」意識が継続、日常利用 6割・信頼度過半で他媒体を上回る 

７．テレビ放送は重要情報分野において基盤的役割 

国際情勢・安全保障、選挙・政治、災害といった重要性の高い情報分野では、テレビ放送は「日常的に利用す

るメディア」で約６割、「情報内容が異なる場合に信頼されるメディア」で 5 割半ばと高く評価されました。一方、イ

ンターネットは情報入手の手段として広く利用されているものの、「情報内容が異なる場合に信頼されるメディア」の

評価では、信頼度が大きく低下する結果となりました。 

これらの結果から、テレビ放送は基盤的な情報インフラとして重要な役割を担っていることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 4K利用は若年層の配信サービス主導で拡大、潜在需要も約2割存在 

8．4K コンテンツの利用は約２割、動画配信が先行し若年層と高年層で接触経路が分かれる 

4K コンテンツの視聴（利用）者は全体の 21.4％でした。利用されているコンテンツの内訳を見ると、「動画配

信サービスの 4K コンテンツ」「動画共有サービスの 4K コンテンツ」「BS4K放送／ケーブルテレビ 4K放送」が上位

を占めています。僅差ではあるものの、放送系よりも配信系サービスがやや先行している傾向がうかがえます。 

また、年代別に見ると、若年層ほど 4K コンテンツの利用率が高い傾向が見られます。一方で 60代では BS4K

放送やケーブルテレビ 4K放送の利用が比較的高く、世代によって 4K コンテンツへの接触経路に違いがあることが

わかりました。 
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9．4K非視聴者の約2割に潜在需要、若年層は各動画サービスの次にゲームを支持 

4K コンテンツ非視聴者のうち、18.9％が今後の視聴に興味・関心を示しました。関心の内訳を見ると、「動画

配信サービスの 4K コンテンツ」「動画共有サービスの 4K コンテンツ」「BS4K放送／ケーブルテレビ 4K放送」が上

位を占めています。配信系コンテンツおよび放送系コンテンツへの期待の高さがうかがえます。  

また、年代別では、若年層はゲームなど多様な 4K コンテンツへの関心が高い一方、高年層では放送系への関

心が高く、年代による興味分野の違いが見られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10．視聴したい 4K コンテンツは映画がトップ、他を大きくリード 

4K コンテンツの視聴意向が高いジャンルは、「映画」が 5割半ばで最多となり、「音楽コンサート・ライブ中継」「ド

ラマ」「スポーツ」が続きました。  

視聴経験者では、「映画」、「スポーツ」、「ドラマ」、「音楽コンサート・ライブ中継」の順で支持されています。 

一方、非視聴者の関心では、全般的に興味・関心の度合が高く、「映画」、「音楽コンサート・ライブ中継」「ドラ

マ」「スポーツ」の全体傾向に加え、「自然・ネイチャー番組」や「アニメ」についても高い関心傾向が見られました。 

これらの結果から、視聴経験の有無によってニーズに違いがあることが確認されるとともに、4K コンテンツに対する

期待の大きさがうかがえます。 
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◼ 五輪 4K放送は満足度 9割超・臨場感等で高評価、視聴は地上波・BS2Kが主流 

11．ミラノ・コルティナオリンピックのテレビ視聴５割超、スポーツ中継の根強い需要 

ミラノ・コルティナオリンピックにおける 4K放送の満足度は 9割を超え、非常に高い水準となりました。満足の理

由としては、「画質がきれい」「臨場感や迫力がある」といった回答が多く、4K の高精細映像がスポーツ視聴と高い

親和性を有していることがうかがえます。一方、4K放送の視聴は 6.2％にとどまりましたが、地上波・BS2K の視聴

は 47.0％と高く、放送全体では 52.6％に達しました。 

これらの結果から、スポーツ中継に対するテレビ視聴の根強い需要が改めて確認されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 4K・8Kは高満足を維持し普及拡大へ、認知向上と体験機会の拡充が今後の鍵 

12．4K認知は 44.0％、8Kは 28.9％、「4K・8Kの受信環境」がある方の理解は大きく向上 

調査結果によると、4K・8K放送に関する認知は年々増加している一方で、衛星で 4K放送が視聴可能であ

るとの認知は 44.0%、8K については 28.9%にとどまっており、今後も認知拡大の余地が残されています。 

一方、4K・8K チューナー内蔵テレビを所有する層や 4K・8K 衛星放送を受信可能な環境が整っている層で

は、4K で 85.0%、8K で 62.2％と理解が大きく進んでいます。 

これまでの周知・広報活動に加え、機器保有の進展が認知向上に寄与しているものと考えられます。 
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13．4K8K視聴経験は14％に拡大、満足度は 8割超 

調査結果によると、4K・8K放送の視聴経験は年々増加しており、「見た」と回答した割合は 14％に達しまし

た。一方で、普及にはなお拡大の余地は残されており、認知向上と合わせて今後の課題とされています。 

その一方で、視聴経験者の満足度は 82.1％と高水準を維持しており、特に画質や臨場感に対して高い評価

が得られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14．4K・8K テレビ所有は 26.8％へ拡大、緩やかな普及と需要の存在が明らかに 

4K・8K テレビの所有率では、4K チューナー内蔵テレビが 18.7％と最も多く、4K・8K テレビ全体の所有状況は

26.8％となりました。増加は緩やかではあるものの、年々拡大していることが確認されています。 

また、4K・8K テレビの選択理由としては「大きな画面のテレビがほしかったから」が突出しており、視聴機器の拡

大に対する一定の需要が存在していることがうかがえます。 

今後は、視聴機器の流通・普及にあわせて、視聴体験の機会創出などを通じ、さらなる認知および普及の拡大

が期待されます。 
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（参考データ：4K8K衛星放送の視聴可能機器台数） 

   一般社団法人放送サービス高度化推進協会（A-PAB）では、4K8K 衛星放送の視聴可能な機器の出荷

台数を毎月集計し公表しています。 

発売開始から 2026 年 5月末までの累計出荷台数は 2,608 万台となりました。 
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【調査概要】 

◆調査手法  WEB調査 

◆調査対象エリア  全国 47都道府県 

◆調査対象者  上記エリアに居住する男女 20 歳～69歳 

◆サンプルサイズ  計 5,000 サンプル 

   ※住民基本台帳の性年代構成に基づいて割付 

◆過去の調査期間  2016 年 9月調査 ：2016/9/17（土）～ 9/19（月） 

2017 年 7月調査 ：2017/7/29（土）～ 7/30（日）（6,000 サンプル） 

2018 年 2月調査 ：2018/2/3 （土）～ 2/4（日） 

2018 年 9月調査 ：2018/9/29（土）～ 9/30（日） 

2018 年 11月調査 ：2018/11/10（土）～ 11/11（日） 

2019 年 3月調査 ：2019/3/1 （金）～ 3/3（日） 

2019 年 7月調査 ：2019/7/19（金）～ 7/21（日） 

2020 年 5月調査 ：2020/5/22（金）～ 5/24（日） 

2021 年 2月調査 ：2021/2/19（金）～ 2/21（日） 

2021 年９月調査 ：2021/9/10（金）～ 9/13（月） 

2022年 2月調査 ：2022/2/25（金）～ 2/28（月） 

2022年 9月調査 ：2022/9/9 （金）～ 9/11（日） 

2023年 2月調査 ：2023/2/17（金）～ 2/21（火） 

2023 年 9月調査 ：2023/9/22（金）～ 9/24（日） 

2024 年 2月調査 ：2024/2/16（金）～ 2/19（月） 

2024 年９月調査 ：2024/9/20（金）～ 9/22（日） 

2025年 2月調査 ：2025/2/14（金）～ 2/17（月） 

2025 年 9月調査 ：2025/9/5 （金）～  9/9（火） 

2026 年 2月調査 ：2026/2/20（金）～ 2/23（月） 

  


